
この PDF パッケージには複数のファイルが含まれています。
PDF パッケージに含まれる文書の閲覧、作業には、Adobe Reader または Adobe Acrobat の 
バージョン 8 以降のご使用をお勧めします。最新バージョンにアップデートいただくと、 
次のような利点があります。

•  効率的で、統合された PDF 表示

•  簡単に印刷

•  クイック検索

最新バージョンの Adobe Reader をお持ちでない場合

ここをクリックして最新バージョンの Adobe Reader をダウンロードできます

既に Adobe Reader 8 をお持ちの場合
この PDF パッケージ内のファイルをクリックして表示できます。

http://www.adobe.com/jp/products/acrobat/readstep2.html




行政刷新会議「事業仕分け」 


ワーキンググループＡ 評価コメント 
 
事業番号Ａ-１１ (独)国立病院機構運営費交付金 
 
評価者のコメント 


● キャッシュフローには十分に余裕があり、診療報酬改定の影響も加味する必要がある。設備投


資等の計画も全く具体的でなく、経営能力を疑わざるを得ない。早急に明確な計画を第三者も


めて策定すべきである。 


● 将来の設備投資計画、債務償還計画をきちんと作成し、専門家の査定を受ける必要がある。 


● 会計的にガバナンスが存在していない。専門性を持った担当者をスカウトし、抜本的に改善す


る。 


● 半額削減といった半端な削減にすると、今後はこれ以上減らされないようにどんどん設備投資


がなされ、新たな民業圧迫となる。 


● 潤沢なキャッシュフローが存する。必要適正な設備投資額を計算の上、余剰分につき運営費


交付金を削減すべき。 


● ブロック事務所を廃止。非競争の契約の見直しを進めることで、（診療報酬改定ともあいまって）


利益は更に増える。従って、もはや国立病院は自収自弁の事業者として自立しており、交付金


は不要（努力には敬意を表したい）。これ以上、交付金を続けることは、民業圧迫になる。 


● B/S を見ると純資産が２１期末で４，１２８億円あり、資産の売却（民間と競合する病院の統廃


合等）により、投資することは可能ではないか。そもそも国立病院機構は民間病院と担っている


機能は大きく変わらない。 


● 国立病院機構の経営マネジメントが欠落していることが明らかになった。特に会計のアカウンタビ


リティは存在せず、組織としてのガバナンスが成立していない以上、国費（税金）を投入するわ


けにはいかない。来年度は一旦予算計上を見送り、会計責任者を外部から新たに雇用して、


適正な投資計画を踏まえて事業を進められる経営陣を構築すべきである。 


● 独立採算を前提として、運営費交付金の対象から外すべき。資金計画を精査して、他の病院


との統合も含めて検討することが先決。 


● 設備投資の計画が全く見えない。利益が出ているなら運営費交付金は減らすべきだが、今後


の設備投資計画が不明なので、本当の収支の状況がわからない。 


● 財政上の計画や今後の病院経営の全体計画がないのではないか(役人的経営をしている。ガ


バナンスに問題があるのではないか。)。自立的運営が可能な診療事業、臨床研究事業、教育


研修事業についての運営費交付金は不要と思われる。 


● 収益構造が継続的に改善し、診療報酬改定も加わって、さらに利益をあげられる状況にあると


考えられる。独立採算を前提とした組織であることから、明確なルール分を除いた部分は自ら


の経営責任として負担すべき。 







行政刷新会議「事業仕分け」 


● 独法の会計・経理（投資計画をはじめ）を、担当者人事を含め抜本的に年内に立て直さねばな


らない。 


 


ＷＧの評価結果 


(独)国立病院機構運営費交付金 


判定不能 
① 国の事業として廃止 １名 


② 来年度の予算計上は見送り ２名  


③ 予算要求の縮減 ８名 


a.半額 ２名  


b.1/3 程度を縮減 １名 


c.その他 ５名 


④ 予算要求通り ０名 


⑤ コメントのみ １名 


 


 


とりまとめコメント 


今の状況では判定しようがない。判定しようがないような会計の状況、ガバナンス


の状況であり、これを抜本的に見直していただく。 


少なくとも設備投資計画、その償還計画、キャッシュの計画、これらを作成し、第三


者のチェックを受けて、それをきちんと説明できる体制を早急に作ること。そもそも今


の状況で独立して経営をしていただいていることがいいのか心配である。 








事業番号 Ａ－１１


　　　　　　　　　　　　　事業シート　　　　(厚生労働省)
予算事業名 国立病院機構運営費交付金 担当部局庁 医政局 作成責任者


事業開始年度 平成１６年度 担当課室 政策医療課 室長　宇口　比呂志


会計区分 一般会計 上位政策 －


根拠法令
独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）
第46条


関係する計
画、通知等


－


事業の目的
独立行政法人国立病院機構が行う業務（医療の提供、医療に関する調査及び研究、医療に関する技術者の研修及びこれらの附帯業務）に
かかる経費の一部に充てることにより、同機構の業務の円滑な実施及び同業務の推進に資すること。


事業概要


独立行政法人国立病院機構の業務に係る経費のうち、国の在職期間を有する職員についての当該期間にかかる退職手当、既退職者にか
かる年金費用の負担額等の国の期間にかかる過去債務に関する費用、救急医療・周産期医療・災害医療等の診療事業に関する費用、臨床
研究にかかる費用等の一部に相当する額を運営費交付金として交付。


平成23年度概算要求における内訳　過去債務にかかる費用 31,912百万円、　診療事業 1,945百万円、臨床研究事業 3,074百万円、教育研
修事業等 981百万円


実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他


予算額・
執行額


（単位:百万円）


19年度 20年度 21年度 22年度


47,854 45,972 43,682


合計


23年度要求


予
算
の
状
況


当初予算 49,848 47,854 45,972 43,682 37,912


補正予算 49,848


繰越し等 0 0 0 0


49,848 47,854 45,972 43,682 37,912


執行額 49,848 47,854 45,972


執行率（％） 100% 100% 100%


活動実績
（アウトプット）


［診療事業の実施］
　・結核、重症心身障害、筋ジストロフィーに対する医療、心神喪失者等医療観察法に基づく医療など他の設置主体
    では必ずしも実施されないおそれのある医療の実施
　・4疾病5事業（4疾病：がん、脳卒中、心筋梗塞、糖尿病、5事業：救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医
    療、小児医療）に対する医療の実施等
［臨床研究事業の実施］
　・全国的な病院ネットワークを活用することで、ＥＢＭ(根拠に基づく医療)研究の推進など臨床現場と一体となっ
　　た大規模臨床研究を実施。研究成果は学会などで発表
  ・入院治験をはじめとする難易度の高い治験の実施など病院ネットワークを活用した迅速で質の高い治験を推進
［教育研修事業の実施］
　・質の高い医師、看護師等の育成
　・災害医療研修、セカンドオピニオン制度に係る研修、ＥＢＭの研修など、臨床・研究と一体となった質の高い
    医療従事者の資質向上
　・地域医療に貢献する医療従事者への研修の実施


活動指標名 単位 19年度 20年度 21年度


1日平均患者数（全病床合計） 活動実績 人 46,000 44,943 44,278


1日平均患者数（うち結核合計） 活動実績 人 1,716 1,547 1,463


1日平均患者数（うち重症心身障害児(者)合計） 活動実績 人 7,321 7,344 7,377


1日平均患者数（うち筋ジストロフィー児(者)合
計）


活動実績 人 2,115 2,119 2,088


1日平均患者数（うち心神喪失者等医療観察法
対象患者　合計）


活動実績 人 273 346 361


救急患者数 活動実績 人 627,668 564,831 593,235


　うち小児救急患者数 活動実績 件 160,324 139,766 161,443


治験総実施症例数 活動実績 件 4,803 4,250 4,494


臨床研修医受入数 活動実績 件 763 713 714


専修医・レジデント受入数 活動実績 件 770 816 802


看護師等養成所卒業者数 活動実績 件 3,298 2,497 2,588


達成度


単位 19年度 20年度


「S」：中期計画を大幅に上回っている。「Ａ」：中期計画を上回っている。「Ｂ」：中期計画に概ね合致し
ている。「Ｃ」：中期計画をやや下回っている。「Ｄ」：中期計画を下回っており、大幅な改善が必要。


成果目標名 21年度
目標値


（　　年度）


（別紙のとおり）


成果実績 Ｓ－Ｄ S=5,A=9 S=6,A=8 S=6,A=8


単位当たり
コスト


－ 算出根拠


成果目標及び
成果実績


（アウトカム）







予算監視・効率化チームの所見等


〈レビューシート番号・事業名〉
１１９　独立行政法人国立病院機構運営費


2
3
年
度
要
求
内
訳


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　平成23年度　　　　　平成22年度
国期間に係る債務の精算に必要な経費：国期間分退職手当　　14,529百万円　　　（16,737百万円）
国期間に係る債務の精算に必要な経費：退職公務員年金負担　17,113百万円　　　（17,991百万円）
国期間に係る債務の精算に必要な経費：医療廃棄物等処理費　　 270百万円　　　 (　　 0百万円）
診療事業に係る経費　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　1,945百万円      （ 4,898百万円）
臨床研究事業に係る経費　　　　　　　　　　　 　　　　　　3,074百万円　　　（ 3,074百万円）
教育研修事業等に係る経費　　　　　　　　　　　 　　　　　　981百万円　　　（　 981百万円）


事
業
仕
分
け
第
1
弾
・
第
2
弾
の
結
果
等


仕分けの結果/取りまとめコメント


〈事業番号/事業名〉
Ｂ－５－（１）　診療事業


〈結果〉
当該法人が実施し、事業規模は縮減
病院のガバナンスについては抜本的見直し
本部経費縮減、ブロック事務所は廃止を含めて検討
他の公的病院との再編等についても広く検討


〈とりまとめコメント〉
　国立病院機構の診療事業については、１３人の評価者が、当該法人が実施すると判定しており、これをWG の結論とさせていただく。１３人
のうち７名が事業規模は縮減としているので、これを実施していただきたい。ガバナンスの評価を見直すべきという意見も７名あり、ガバナン
スについてさまざまな議論があったのでそれも踏まえて改革を行っていただきたい。
　非公務員化についてもさまざまな議論があったが、特に、非公務員化の際に、厚労省の出向者がそのまま継続することのないような対応
について是非検討していただきたい。
　さらに本部経費の削減、ブロック事務所の削減あるいは廃止も含め見直すべきという意見が出ているので検討をお願いする。


対応状況（平成22年度予算への反映、制度見直し等）


今後次の方針で対応予定


○当該法人が実施し、事業規模は縮減
・非公務員化のメリットを最大限活かした地域医療への貢献、病院運営
　　５万人規模の国家公務員の削減（一般職の国家公務員の約１５％）
・診療事業に係る交付金（４９億円）のうち、国の医療政策上特に体制確保が求められている救急医療、周産期医療及び災害医療に充てら
れる費用を除き、３０億円を削減。(概算要求済み)
・２６年度に善通寺病院と香川小児病院を統合
・再編成計画により、廃止した７病院の跡地を、現物により国庫納付（５７億円（簿価））
　　 （旧十勝、旧登別、旧西甲府、旧岐阜、旧金沢若松、旧鳥取、旧筑後）
・個々の病院ごとの総合的検証、自治体等地元の関係者や患者の状況等を踏まえながら、中長期的な視点に立って、病院の規模や機能
について必要な見直しを実施
○病院のガバナンスについては抜本的見直し
・非公務員化後の機構のガバナンス強化が図れるよう、国との人事交流のあり方を見直し
○本部経費縮減、ブロック事務所は廃止を含めて検討
・国時代長期債務の共同負担等のための拠出金率を現状３％から2.4％へ引き下げ、業務見直しによる本部・ブロック事務所職員数の更な
る縮減。本部・ブロック事務所の運営に係る経費についても国時代と比して▲44.1%(▲24.1億円)の30.6億円となっている。
○他の公的病院との再編等についても広く検討
・個々の病院ごとの総合的検証、自治体等地元の関係者や患者の状況等を踏まえながら、中長期的な視点に立って、病院の規模や機能
について必要な見直しを実施（再掲）
○その他
・契約監視委員会の指摘事項を踏まえ、原則一般競争入札化、競争性・公正性・透明性の確保、一者応札・一者応募の解消に向けて、徹
底した取組を進めていく（対応済）
・共同入札で購入する医薬品リストの見直し、共同入札対象とする医療機器の機種拡大等に取り組み、診療事業等に要する費用のさらな
るコスト削減を図っていく


行
政
事
業
レ
ビ


ュ
ー
の
結
果
等


事業担当部局による自己点検（見直しの余地）


行政刷新会議の事業仕分け等において提示した改革案において、運営費交付金のうち、診療事業にかかる費用分４９億円のうち３０億円
を平成２３年度に削減することとしている。
　また、国期間の過去債務にかかる費用分のうち、既退職者にかかる年金費用の負担金については、他の独立行政法人と同様に国家公
務員共済組合連合会等への直接払いへ移行するよう協議を行っている。


〈チームの所見〉
一部改善（事業の優先度を勘案し縮減）
行政刷新会議等の事業仕分結果を踏まえ、診療事業に係る交付金を縮減する必要がある。


対応状況（平成23年度概算要求への反映、制度見直し等）


運営費交付金のうち、診療事業にかかる費用分４９億円のうち３０億円を平成２３年度概算要求額で削減している。


特
記
事
項







資金の流れ
（単位：百万


円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


職員の退職手当にかかる費用のう
ち国の職員であった期間に係るも
の


費目・使途


恩給期間を有する退職公務員の
年金に係る費用負担(整理資源・
恩給負担金)


13,774


国立病院機構


費　目 使　途 金　額
(百万円）


4,237


18,717


45,972 計


国立病院機構が実施する救急救
命センター等の不採算医療に要す
る経費の一部(同種事業を行う公
的・民間医療機関に対する補助金
相当)


7,524


国立病院機構が実施する政策医
療等に係る臨床研究に要する研
究費・経費の一部


0計


国立病院機構が運営する看護師
等養成所の運営等に要する経費
の一部(民間等の看護師等養成所
に対する補助金相当等)


1,611


国の国立病院・療養所の再編成計画
により移譲・廃止した施設の医療廃棄
物等の処理に要する経費


109


診療事業に
係る費用


臨床研究事
業に係る費
用


教育研修事
業等に係る
費用


国期間に係
る債務(過去
債務)の精算
に必要な費
用


厚生労働省


４５，９７２百万円(平成21年度)


独立行政法人国立病院機構


４５，９７２百万円


国立病院機構の運営に必要な経費の一部


(国期間の退職金等、不採算医療、臨床研究)


[運営費交付金]







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※職員総数は、２２年１月１日現在


2


3


4


長崎医療センター


北海道医療センター


災害医療センター


国家公務員共済組合連合会1


－


－ －


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


－ －


572


5 大阪医療センター
診療事業（救命救急、救急勤務医支援、産科医等確保、臨床研修、災害
医療）、教育研修事業、臨床研究事業等


528 － －


－


6 名古屋医療センター
診療事業（救急勤務医支援、産科医等確保、臨床研修、災害医療）、教育
研修事業、臨床研究事業等


503 － －


7 水戸医療センター
診療事業（救命救急、救急勤務医支援、臨床研修）、教育研修事業、臨床
研究事業等


422 － －


8 東京医療センター
診療事業（救急勤務医支援、産科医等確保、臨床研修）、教育研修事業、
臨床研究事業等


417 － －


9 九州医療センター
診療事業（救急勤務医支援、産科医等確保、臨床研修、災害医療）、教育
研修事業、臨床研究事業等


404 － －


10 京都医療センター
診療事業（小児救急、救命救急、救急勤務医支援、産科医等確保、臨床
研修）、教育研修事業、臨床研究事業等


381 － －


法人名 独立行政法人国立病院機構


役員総数
（官庁OB/役員数）


１／１７ 常勤役員数 １／６ 非常勤役員数 ０／９ 監事等 ０／２


整理資源


診療事業（救命救急、救急勤務医支援、臨床研修、災害医療）、教育研修
事業、臨床研究事業等


官庁ＯＢ役員
報酬総額


52,607千円
※21年度実績
常勤4名、非常勤1名分


51,058 内、官庁ＯＢ 0 役員報酬総額 124,503千円


－ －


職員総数


13,717


診療事業（小児救急、周産期、救命救急、救急勤務医支援、産科医等確
保、精神医療、臨床研修）、教育研修事業、臨床研究事業等


944


診療事業（結核医療、小児救急、救命救急、救急勤務医支援、臨床研修、
再編成）、教育研修事業、臨床研究事業等


854







成果目標名


成果実績


【厚生労働省独立行政法人評価委員会】
○評価結果（第１期中期計画）


○評価結果（第２期中期計画）


○患者の目線に立った医療の提供
・分かりやすい説明と相談しやすい環境作り


診療ガイドラインの適切な活用


複数職種による説明


・セカンドオピニオン制度の充実 → 全病院で対応


・レセプト並明細書の発行 → 全病院


・患者の自己管理（セルフマネージメント）を支援する取組


○安心・安全な医療の提供
・医療倫理の確立


各病院の倫理委員会の組織･運営状況の把握と改善


倫理的事項に関し助言を行う体制を病院内に整備


・医療安全対策の充実


ヒヤリハット事例の適正な分析などリスク管理を推進


病院間での相互チェックなど医療安全対策の標準化と情報発信


○質の高い医療の提供
・クリティカルパスの活用 → １０％以上の増（H20’比）


・EBMの推進


研究成果の臨床への反映、臨床評価指標の充実


診療情報データベースの確立と民間を含めた利用促進


・患者のQOLの向上


療養環境の向上、療養介護体制の強化


・職種間の協働・チーム医療の推進


○個別病院に期待される機能の発揮等


・医療計画を踏まえた地域医療への一層の貢献


地域医療機関との連携強化 → 地域連携ｸﾘﾃｨｶﾙﾊﾟｽ実施病院の増


紹介率・逆紹介率５％以上増（H20’比）
災害時等における迅速かつ適切な対応


医師不足地域への協力


救急医療・小児救急医療について体制強化 → 救急車による受入


数及び救急受診後に入院した患者数５％以上増（H20’比）


・政策医療の適切な実施


引き続きセーフティーネットとして機能を果たす


政策医療ネットワークの見直し


・国の重要政策の受け皿となるモデル事業の実施


○個別病院ごとの総合的な検証、改善等
・総合的な検証、結果の公表、必要な改善措置（H２２年度末目処）


・近隣の労災病院との診療連携等の検討


○エイズへの取組推進


○本部･ブロック機能の強化
・本部･ブロック職員の合計数 291名 → 288名


・内部監査を実施する組織の明確化と専任職員の配置


○弾力的な組織の構築
・地域連携室の専任職員の配置 120病院 → 全病院


○職員の業績評価等の適切な実施


○監事監査、外部監査等の充実
・会計監査人による監査 → 毎年、全病院で実施


○経営意識の向上
・経営人材の確保や経営研修の充実


○業務運営コストの節減
・後発医薬品の採用促進 → 数量シェア３０％以上


・大型医療機器の共同入札の推進


○医療資源の有効活用
・高額医療機器の共同利用数 → 10％以上増（H20’比）


・病床の効率的利用


○収入の確保
・医業未収金の発生防止や徴収の改善 → 医業未収金比率の低減


○経営の改善
・各年度の損益計算で国立病院機構全体として経常収支率を100％以上


○固定負債割合の改善


○その他
・医師、看護師不足に対する確保対策の継続･推進 など


中期目標・中期計画期間（平成２１年４月～平成２６年３


別 紙


評価項目
平成１８年度


評定
平成１９年度


評定
平成２０年度


評定
最終評定


１.診療事業（１）患者の目線に立った医療の提供 Ａ Ａ Ａ Ａ
２.診療事業（２）患者が安心できる医療の提供 Ａ Ａ Ａ Ａ
３.診療事業（３）質の高い医療の提供 Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ
４.臨床研究事業 Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ
５.教育研修事業 Ａ Ａ Ａ Ａ
６.災害等における活動 Ａ Ａ Ａ Ａ


７.効率的な業務運営体制の確立　等 Ａ Ａ Ａ Ａ
８.業務運営の見直しや効率化による収支改善（１）
業務運営コストの節減等


Ａ Ａ Ａ Ａ


９.業務運営の見直しや効率化による収支改善（２）
医療資源の有効活用　等


Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ


１０.業務運営の見直しや効率化による収支改善（３）
診療事業以外の事業に係る費用の節減等


Ａ Ａ Ａ Ａ


１１.業務運営の見直しや効率化による収支改善（４）
財務会計システムの導入等ＩＴ化の推進


Ａ Ａ Ｓ Ａ


１２.経営の改善 Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ
１３.固定負債割合の改善　等 Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ


１４.人事に関する計画 Ａ Ａ Ａ Ａ


　国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置


　業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置


　予算、収支計画及び資金計画


　その他主務省令で定める業務運営に関する事項


評価項目
平成２１年度


評定


１.診療事業（１）患者の目線に立った医療の提供 Ａ
２.診療事業（２）安心・安全な医療の提供 Ａ
３.診療事業（３）質の高い医療の提供 Ａ
４.診療事業（４）個別病院に期待される機能の発揮等 Ｓ
５.臨床研究事業 Ｓ
６.教育研修事業 Ｓ
７.総合的事項 Ａ


８.効率的な業務運営体制 Ａ
９.業務運営の見直しや効率化による収支改善
（１）経営意識の向上
（２）業務運営コストの節減等①業務運営コストの節減


Ａ


１０.業務運営の見直しや効率化による収支改善
（２）②医療資源の有効活用


Ｓ


１１.業務運営の見直しや効率化による収支改善
（２）③収入の確保


Ａ


１２.経営の改善 Ｓ
１３.固定負債割合の改善、医療機器・建物整備に関する計画　等 Ｓ


１４.人事に関する計画、広報に関する事項 Ａ


　国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置


　業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置


　予算、収支計画及び資金計画


　その他主務省令で定める業務運営に関する事項







　　
    
    


○長期借入金残高（財政融資資金）の状況 （単位：億円）


16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度


期末残高 7,400 7,193 6,865 6,391 5,891 5,419


○長期借入金の償還額と償還の財源となるべき減価償却費の状況 （単位：億円）


16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 合計


償還額 (a) 440 460 471 574 500 472 2,917


減価償却費(b) 463 497 374 347 335 352 2,370


過不足 (a-b) 23 37 ▲ 97 ▲ 227 ▲ 165 ▲ 120 ▲ 547


　※減価償却費は、建物、構築物、医療用器械備品に係る減価償却費。


　※端数処理の関係で、合計が一致しない場合がある。
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てる必要が


ある。


長期借入金残高


(財政融資資金)


7,471億円


建物・医療機器等


(償却資産)


4,060億円


差額


3,411億円


国立病院機構の抱える長期債務等の状況


機構発足時に国から承継した


巨額の長期債務とそれに対応


する建物・医療機器等の資産


【参考】機構が発足した16年度の


医業収益 6,826億円


国立病院機構は、7,471億円もの巨額の長期債務を


国から承継したが、一方でこれに対応する建物等の償


却資産は4,060億円であった。この差額3,411億円に


ついては、機構として運営を行っていく中で得られた


「利益」を償還の原資に充てていかなければならない


という、大変厳しい財務状況のもとに置かれている。


平成２１年度までの実績でも、減価償却費のみでは
償還財源が547億円不足 → 利益を充当


参考資料


（単位：百万円）


運営費交付金
21年度


予算
22年度


予算
対前年度


23年度
概算要求


対前年度


診療事業等 13,373 8,953 ▲ 4,420 6,000 ▲ 2,953


診療事業 7,524 4,898 ▲ 2,626 1,945 ▲ 2,953


教育研修事業 1,102 629 ▲ 473 629 0


臨床研究事業 4,237 3,074 ▲ 1,163 3,074 0


その他の事業 509 352 ▲ 157 352 0


国期間に係る債務 32,599 34,728 2,129 31,912 ▲ 2,816


退職手当 18,717 16,737 ▲ 1,980 14,529 ▲ 2,208


整理資源 13,717 17,941 4,224 17,063 ▲ 878


恩給負担金 57 50 ▲ 7 50 0


医療廃棄物等処理費用 109 0 ▲ 109 270 270


計 45,972 43,682 ▲ 2,290 37,912 ▲ 5,770


施設整備費補助金 3,217 3,121 ▲ 96 1,402 ▲ 1,719


※端数処理の関係で、合計が一致しない場合がある。
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① 事業仕分け（前回）の結果を踏まえ、診療事業に


係る運営費交付金を３０億円削減。


② 概算要求においては、上記に加え、さらに運営費


交付金を２８億円、施設整備費補助金を１7億円、


合計４５億円を削減。


トータルで対前年度７５億円の削減(▲１６％）


平成２３年度概算要求について


国立病院機構運営費交付金の削減


（単位：百万円）
運営費交付金







公経済負担金、整理資源の費用負担について


国立病院機構は、他の独立行政法人と異なり、国立印刷局、造幣局とともに、
極めて例外的に国庫負担の肩代わりを行うこととされている。極めて例外的に国庫負担の肩代わりを行うこととされている。


○公経済負担金
基礎年金の国庫負担分を国の肩代わり。（２２年度１１５億円）


○整理資源○整理資源
恩給公務員期間に係る年金の費用負担。（２２年度１７９億円）←全額交付金措置


① 公経済負担金・整理資源を自己財源で負担している非公務員型独立行政法人はない。
② 国立病院機構以外の医療事業を行う独立行政法人は、公経済負担金・整理資源を


負担し な負担していない。
③ 交付金を必要としない独立行政法人でも、公経済負担金・整理資源を負担しているのは、


公務員型独立行政法人である国立印刷局と造幣局のみ。


これらの負担については 国立病院機構の非公務員化に合わせてこれらの負担については、国立病院機構の非公務員化に合わせて、
他の非公務員型独立行政法人との整合性を図るべき。


医療機関の「利益」は患者さんに還元すべき


患者さんへの医療提供の対価（医業収益）により得られた「利益」は、国から承継
した巨額の長期債務の償還を確実に行うとともに、現有の医療機能を維持するための
建物・医療機器等の整備を行うため、ひいては医療の質と患者さんのＱＯＬの向上を
図るために不可欠。


医業収益


国立病院機構 患者
さん


政策医療の実施
さん


国から承継した
長期債務等(21年度
末残高約5 400億円)


政策医療の実施


・医療の質の向上
・患者さんのＱＯＬ向上


末残高約5,400億円)
の支払


老朽建物、医療機器の整備
（約4,700億円）


○第２期中期計画期間中（21～25年度）の必要な投資第 期中期 期間中（ 年度） 要な投資


① 国立病院機構の病院は老朽化が著しく、第２期中期計画期間中に耐用年数（築39年）を
経過する病棟・外来建物等が共に約４割を占めていることから、最低限これらを整備するため
に必要な資金


病 棟 １７ ６３７床 １ ７６４億円病 棟 １７，６３７床 １，７６４億円
外来建物等 ６０病院 ２，０５３億円


② 医療機器を更新整備するために必要な資金 ８５０億円
計（①＋②） ４，６６７億円





		【国病機構】事業シートＥｘｃｅｌ版（本体).pdf

		ブランク 

		別紙



		【国病機構】仕分け参考資料ＰＤＦ版

		①発足時の財務状況

		②公経済負担ポンチ絵.pdf



		【国病機構】仕分け参考資料ＰＤＦ版

		①発足時の財務状況

		②公経済負担ポンチ絵.pdf








（予算担当部局用）


37,912 百万円


事業予算についての論点等


　


論点等説明シート（予算担当部局用）


施策・事業名 (独)国立病院機構運営費交付金


予算額
平成22年度当初予算額 平成23年度概算要求額


43,682 百万円


事業番号  A－11


① 行政刷新会議の評価結果（H22．4．23）


●経常損益は６期連続のプラス(21年度388億円)。 他方、毎年度４００億円を超える運営費交付金を交付。


② 経常損益等の年度別推移


　　     　　                            １６年度　         　１７年度　     　 １８年度         　 １９年度　            ２０年度      　   ２１年度


   　経常収益　              　   7,461億円　  　  7,665億円 　　   7,677億円 　　   7,989億円 　　   8,078億円 　　   8,270億円
　　経常費用                    △7,459億円   　 △7,629億円 　　△7,553億円    　△7,700億円    　△7,686億円    　△7,882億円
　　経常利益 　　   　                 2億円               36億円         　 124億円            289億円　          392億円             388億円


経常損益の推移


運営費交付金の推移


　　     　　                   16年度(実績) 17年度(実績) 18年度(実績) 19年度(実績)   20年度(実績) 21年度(実績) 22年度(予算) 23年度(要求)
 交付金合計　　              515億円      509億円 　　498億円        490億円        486億円 　    444億円　　437億円　　379億円
  ①診療事業分                 35億円　     40億円 　      45億円 　       55億円          66億円 　      76億円　　  49億円　      19億円
  ②研究・教育分              31億円        43億円 　 　  46億円　 　    49億円    　   57億円 　　   71億円        41億円　　   41億円
  ③整理資源(OBの年金 ) 202億円      193億円 　   187億円         173億円        142億円 　    137億円　   179億円　　171億円
  ➃国期間の退職手当等   247億円      233億円       220億円　      213億円        221億円 　    160億円　　167億円　　148億円


③ 運営費交付金の考え方


Ⅲ．財政運営のあり方
２．国の関与のあり方
（１）運営費交付金
　②　運営費交付金に関する主な考え方
       国立病院機構は、国民負担の軽減という観点を踏まえ、将来的には運営費交付金依存状態から脱却できるよう
      体質を強化して いくことが肝要である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（中略）
　　   また、退職手当のうち国での勤務期間に係るもの、整理資源、今後の再編成費用など、国の業務と債権債務とを
      承継することによって国立病院機構が処理することとなる費用については、独立行政法人の円滑な業務運営を確
      保する観点から、移行に当たっての措置として、運営費交付金算定上の手当を検討する必要があると考えられる。


  (注1) 自収自弁の独法である印刷局、造幣局は、退職手当、整理資源ともに全額独法が負担している。
  (注2) 国立病院機構の国期間の退職手当は、独法化法案に対する衆・参の附帯決議で「国の期間に係る退職手当の
　　　　 財源については、運営費交付金の中で措置されるよう検討すること」と決議されている。


「国立病院・療養所の独立行政法人における財政運営と効率化方策に関する懇談会」報告書について(抜粋）平成15年4月


 (1) 診療事業
当該法人が実施し、事業規模は縮減
病院のガバナンスについては抜本的見直し
本部経費縮減、ブロック事務所は廃止を含めて
検討
他の公的病院との再編等についても広く検討。


〈対象事業〉
・事業の実施は各自治体／民間の判断に任せる　１名
・当該法人が実施１３名
  （事業規模縮減７名、現状維持５名、拡充１名）
・当該法人が実施１名（事業規模縮減）


 〈見直しを行う場合の内容〉
・不要資産の国庫返納　１名
・自己収入の拡大 １名
・特定法人との継続的な取引関係の見直し　１名
・ガバナンスの強化　７名


● 独法移行時の懇談会報告書では「将来的には運営費交付金依存状態から脱却を目指す」とされている。







　


事業番号  A－11


➃ ブロック事務所について


● 国立病院機構のブロック事務所は、ブロック内の職員の募集採用・人事等を行っており、職員数は164人、
  事務所経費は約16億円(21年度決算)である。
● 今春の事業仕分けでは「ブロック事務所は廃止を含めて検討」することとされている。
● ブロック事務所の廃止を行い、収支の改善を図り、今後の運営費交付金の縮減を図る必要があるのでは
  ないか。


⑤ 国立病院機構の契約状況


● 20年度契約件数約1万件のうち随意契約2.5千件（26％）。競争契約の約３割が一者応札・一者応募と
　　なっている。
● 今春の厚労省内仕分けで「随意契約の廃止や一者応札・一者応募の解消」を求められるとともに、
　　「ＯＢ創業企業との不明朗な取引」が指摘されている。
● 随意契約の廃止や一者応札・一者応募の解消」を行い、収支の改善を図り、今後の運営費交付金の縮
  減を図る必要があるのではないか。


か


○　件数 ： ９，５５８件　金額 ： ２，３０９億円


　　☆　随意契約　　      ２，４８３件（２６．０％） 　   　３６３億円（１５．７％）


    ☆　競争契約　　       ７，０７５件（７４．０％）   １，９４６億円（８４．３％）


　


平成２０年度の契約


　うち一者応札・一者応募となった契約
   　　　　　　⇒　１，９８７件（２８．１％）　２９４億円（１５．１％）
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